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中央建設業審議会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会 

平成２８年審議第５回基本問題小委員会（通算第１６回） 

平成２８年５月２３日（月） 

 

 

【三浦入札制度企画指導室長】  それでは定刻となりましたので、ただいまから平成２

８年第５回基本問題小委員会を開催させていただきます。委員の皆様方には、ご多忙のと

ころお集まりいただきまして、まことにありがとうございます。 

 本日の委員会には、委員の過半数のご出席をいただいておりますので、中央建設業審議

会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会基本問題小委員会運営要領第３条第１項の規

定による定足数を満たしていることをご報告申し上げます。 

 なお、同運営要領第４条第１項により、本委員会は公開されております。 

 本日、お手元に配付いたしました資料の一覧は議事次第に記載しておりますが、不足が

ございましたらお申しつけください。 

 冒頭のカメラ撮りは議事に入るまでとさせていただいておりますので、報道関係者の皆

様におかれましては、これ以降のカメラ撮りをご遠慮願います。 

 それでは、これ以降の議事の進行は大森委員長にお願いします。よろしくお願いいたし

ます。 

【大森委員長】  それでは早速ですが、お手元の議事次第に基づいて、議事に入らせて

いただきたいと思います。 

 今日は議事項目が非常に多いので、要領よく、かつ有意義に進めたいと思いますので、

ご協力のほどよろしくお願いします。 

 まずは、事務局から資料１の重層下請構造の問題点についてご説明をお願いします。 

【北村建設業課長】  建設業課長でございます。それでは、ご説明申し上げます。 

 まず、個々の議論に入る前に、重層構造の問題点ということで、資料をご用意させてい

ただいております。第２回の会合で、資料のご説明をさせていただきました。個々の課題

をいろいろご議論いただいているわけですけれども、重層下請構造については、全般的に、

それぞれの課題に横断的に関係するということで、並行して議論を進めるということで、

以前、ご案内しておりましたけれども、だんだん議論が進んでまいりましたので、今回、

私どものほうで現在認識している重層下請構造の問題点に、どういうことがあるのかとい
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うことで、委員の皆様方にご披露して、ご意見を賜りたいということで整理したものでご

ざいます。 

 重層構造の問題点ということで、上の四角囲みの中身でございますけれども、現在、工

事全般の総合的な管理・監督機能を担う元請のもとに、１次、２次、さらにそれ以下の次

数という重層構造が存在しております。 

 この重層下請構造につきましては、工事の高度化、専門化、分業化といった必然性があ

って、分業しているところもございますけれども、一方で、さまざまな影響や弊害も指摘

されているところでございます。 

 まず、私どものほうで、とりあえずこういうようなことが問題ではないかということで

整理したものが、上のほうに書いてございますが、１つは、とにかく下請の重層化が施工

管理や品質面に及ぼす影響ということで、とにかく施工体制が複雑化すれば、するほど、

施工管理や工事の質や安全性が低下するのではないか。要は、元請から一番下まで距離が

遠くなるわけでございますので、そこで、役割や責任の所在が不明確になるですとか、あ

とは、管理が行き届きにくい、連絡調整、情報共有に支障が生じやすい。逆に、下位の下

請のほうから、何か問題が起こっても、その現場の声が元請まで行き届かないということ

があるんではないかということが、第１点です。 

 その下でございますけれども、そういうことで、次数が多くなれば、間に介在する企業

の数が増えるわけでございますので、それぞれが必要な仕事をしていたとしても、やはり、

そこで、間に入る企業が増えれば、そこで、当然、利益として受け取られるものが増加し

ますので、それが、ひいては、下位下請の施工の対価の減少、労務費へのしわ寄せのおそ

れがあるのではないか。 

 また、下位下請の設計変更等や追加工事ということで、その契約上の処理といったもの

が、末端に行くと、不明瞭になるおそれがあるのではないかということでございます。 

 右側のほうは、これまでも議論をさせていただいておりますけれども、施工管理を行わ

ない下請企業の介在ということで、それぞれ資財の調達等で、それなりの施工の中で、必

要な役割がある会社であっても、請負契約の段階の中に入ることによる問題点。 

 その下のところでございますけれども、特に下位の下請段階に見られる労務提供を行う

下請の重層化ということで、建設投資が減少して、受注価格が低迷する中での工事の繁閑

に対応する目的から、必要な専門工事業において、直接の雇用から外部化するということ

が、常態化しているわけでございます。これによりまして、個々の技能者の技量や就労状
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況の把握・管理が困難ですとか、技能者の地位の不安定化、就業環境が悪化する。 

 そもそも、いわゆる偽装請負という言葉がございますけれども、雇用か請負か、曖昧な

就労形態を招くといったような問題があるかと思われます。 

 ここで、今、ご提示したものは、当面、事務局のほうで考えられる問題点ということで、

挙げたことでございますので、今後、重層下請構造の改善に向けて、問題点、これ以外に

も、こういう問題があるということがあれば、ぜひ先生方のご意見を頂戴したいと思って

おりますし、それについて、今後どのような対策を検討していくべきかということのご意

見を賜れればと思います。 

 参考ということで、これは、今まで議論してきたものですけれども、これまでこの委員

会では、施工管理を行う下請企業の排除ということで、これは、１つは、今、建設業法で、

丸投げ禁止、主任技術者・監理技術者の専任の基準等がございますので、これをしっかり

と徹底していくということ。 

 あとは、（２）のほうですけれども、いろいろな担い手対策という中で、いわゆる社員化

といいますか、専門工事業のほうで、雇用しやすい環境整備ということで、施工時期の平

準化ですとか、建設キャリアアップシステムの整備といったものも議論してございますけ

れども、これは当面の対策ということでございますので、下請構造、重層下請構造全般に

ついて、さらに深い議論をしていくためのご意見を頂戴したいということでございます。

どうぞよろしくお願いします。 

【大森委員長】  ありがとうございました。ただいまのご説明に関しまして、ご意見、

ご質問等ございましたら、ご自由にどうぞ。どなたからでも結構です。 

 もしないようでしたら、私が皮切りに、話題提供という意味で、申し上げます。 

 他社からの人手の融通は何とかならないのかという話を結構聞きます。 

 他者と一緒にやるという形態は何かというと、ＪＶだと思います。甲型ＪＶ。したがっ

て、人手を融通するということは、実は後請けのＪＶみたいな形態もあり得るかもしれま

せんが、労働法との関係で、少し整理が必要かなとは思っております。 

 もう少し言うと、今、建業法は、建設工事は全て請負という形で賄えることが前提にな

っているんですが、本当にそうだろうか、全て請負でないとだめなのだろうかということ

も、重層下請を考える上では、通過せざるを得ない問題点のような気がしています。問題

提起みたいな格好なので申しわけないんですが、少し幅広にということで、話題提供の意

味で、出させていただきました。 
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 ほかに、ご自由にどうぞ。 

 はい、どうぞ。 

【田口委員】  重層下請構造の問題点という記載につきましては、正しく記載をされて

いると思います。 

 ただ、最近の傾向で気になっていることがありまして、一人親方という文言は出てきま

せんけれども、一人親方が４２万人になっている。ただ、最近、一人法人がその中でもか

なり増えてきておりまして、重層構造の改善ということで、社会保険加入対策は進めてい

くということは非常に正しいことで、今どんどん進んでいると思いますけれども、一部、

逆の事態も出てきておりますので、その実態はどこまで来ているのか。 

 最近、私ども労働組合の関係で申しますと、労働保険事務組合もございますので、その

中で把握されている実態ですと、一人法人がかなり急激に増えてきているということがあ

りまして、そうすると、逆に、重層化が進む。ほぼ１人ですから、法人なんですけれども、

多分、現場では、労災は一人親方労災保険特別加入に入っていて、なおかつ、現場では労

働者ということで働いていたりする事態ということです。 

 そういう点が、今、委員長が申し上げましたように、かなり複雑になってきている。そ

ういう局面が、今、生まれてきているんではないかと思いますので、そのあたりの把握も、

あわせてやりながら、どう重層化を改善していくのかということを進めていかないといけ

ないのではないか。 

 もう一つ、そういう事態がありますので、労働者を雇っている企業、右下の建設キャリ

アアップシステムの整備というところにもつながってくるんですけれども、優秀な技能労

働者を雇用する企業が客観的に把握されて、なおかつ、労働者を雇っている企業に対する

インセンティブと申しますか、評価をもっとするような仕組みを考えないと、単純に正規

雇用労働者を増やすということだけでは、今、私が申し上げました一人親方の増大という

ことを、ストップさせることができないのではないかと思っておりますので、その点につ

いてもご検討をお願いできればと考えております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 はい。 

【蟹澤委員】  大森委員長からもご提案がありましたけれども、例えば、主な問題の４

つの箱の左の上のところですけれども、やはり、今、派遣的な考え方や一人親方的な考え

方をしたときの現場での実態と制度上の位置づけの乖離というところの問題があるのかな
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と思います。 

 例えば、１つは、特に軀体系のとびは少ないのかもしれませんが、鉄筋屋や型枠は一人

親方はいるんですが、現場の作業を見ていると、１人で作業するということはあり得ない

わけです。そういったときに、法律上、一人親方であれば、指揮命令が及んではいけない

んだけれども、建業法でいうと、きちんと元請責任で、責任を持って管理をしてというん

だけれども、一人親方は指揮命令をしてはいけないという矛盾がある。 

 実態としては、例えば、１人で作業ができるわけがないというところにも、一人親方が

いるという問題があるんだと思います。この辺については、やはり、いろいろな制度の間

の矛盾もありますので、研究対象なのかなという気がします。 

 ４つの右下の箱のところですけれども、例えば、これは実態を正確に書くと、文言の問

題になってしまうところもありますけれども、例えば、丸のところに、労働者を雇用から

請負へ外部化する動き。先ほど田口さんがおっしゃったように、外部化する動きもあるの

ですけれども、そもそも雇用から請負というよりも、雇用しないで、請負へ外部化する動

きというほうが、僕の感じている実感からすると、実態に近いのではないかという感じ。 

 下側のぽつの一番下、偽装請負のような雇用か請負か曖昧な就労形態と書いてあります

が、これは雇用か請負か、曖昧というよりは、こういう国交省のお出しする文章であれば、

曖昧なのではなく、例えば、問題のある就労形態とか、ほんとうは労働法上問題なのです

が、そこまで書くと、いろいろ問題が大きければ、問題のある就労形態ということくらい

かなという感じもいたします。 

 不利益ということでいうと、この中で１つ抜けていることは、職業訓練や教育を受ける

機会が、やはり、偽装請負や一人親方になってしまうと、喪失するという問題があります。

これは制度上、雇用保険勘定での職業訓練が前提という問題が１つと、もう一つは、要す

るに、１次、２次なりの組織があるところに、社員と雇用されずに、外部扱いされるとい

うことは、そこにおけるいろいろな教育訓練の機会もなくなってしまう。 

 ですから、私は、最近、若い人がすぐやめてしまうということは、現場に放り込まれて、

見て、覚えろと言われて、何のこういう機会もないということは非常に大きい問題だと思

っているのですけれども、不利益の具体例としては、追加していただいてもいいのではな

いかと思います。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 
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 はい、古阪委員、どうぞ。 

【古阪委員】  今の意見に近いのですけれども、まず、今、蟹澤先生がおっしゃったよ

うなことも含めて、実態をはっきりつかまないといけない。重層構造は、例えば、とびを

考えたときに、特定の現場で、１次下請に何人いて、２次下請は何人いて、３次下請は何

人、その中でほんとうに大事なことは、安全と品質です。その品質は、一体誰が責任を持

っているのか。 

 ここに主任技術者、監理技術者云々のことが出ていますけれども、結局、複雑になれば、

なるほど、誰が責任者かはわからないです。建設業法上でいえば、重層構造は、主任技術

者を配置することによって一括丸投げではない、実質的な関与をしているということで、

これが長年続いてきたわけだけれども、実態でいえば、例えば、道路の土木マンホールの

穴を掘っている場所で、４人が地上で見ていたら、ＧＣ、一次ＳＣ、二次ＳＣ、三次ＳＣ

の、それぞれ主任技術者なり監理技術者が実質的関与をしていることになり、実はそのマ

ンホールの穴を掘っているのは労働者１人という実態もある。このような実態の把握が大

事です。 

 特に伝統的には労務系の仕事がほとんどだったものが、今回のくいの問題もそうですし、

羽田の地盤改良もそうですけれども、さまざまな技術、製品というものとセットになった

技能系の重層構造ということになるので、やはり、実態をきちんと把握することが、非常

に重要だと思うんです。幅広の話でいうと、そこがまず大事だなと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 はい、髙木委員、どうぞ。 

【髙木委員】  今の古阪先生のお話と重なる部分があると思うんですが、戦後ずっと重

層下請構造が続いてきて、外注比率が大幅に上がってきていて、逆に、この１０年ぐらい、

そこは高どまりをしているということです。 

 こちらにも書かれてありますように、重層下請構造は、歴史的な、ある意味、必然的、

合理的な結果として、進んできたわけですが、やはり、もう一度、ここで重層下請構造の

問題点の質的な変化、今、何が問題になっていて、それは１０年前の何と違っているのか

ということを、きちんと実態を把握する必要はあるのではないか。 

 残念ながら、くいの問題以降、羽田の問題が出てきていたり、どうやら、思っていたこ

とと違ったようなことが、いろいろと出てきているのではなかろうか。前々回のときに、

小澤先生から、建設業法を一旦見直したらいいのではないかというお話もありましたけれ
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ども、やはり、重層下請構造の問題点の質的変化をまず１つ、明確に確認する必要がある

のではないかということが１点です。 

 もう１点なのですが、事は建設業界のみならず、国土交通省はさまざまなところにご対

応されていて、最近、さまざまな不祥事が、自動車ですとか、いろいろなところに出てき

ているわけですが、それを見るたびに思いますことが、新聞のコメントを見ていても、必

ず不祥事の原因を、経営者の倫理観に置きかえる論調がすごく目立っております。それで、

世の中が納得したような雰囲気であることが、私の立場からすると、非常に怖い。 

 むしろ、経営者の倫理観などを監視・監督するものがガバナンスの役割でして、あると

き、ある団体のトップの方が、いわゆる企業不祥事は、コーポレートガバナンスの問題で

はない、経営者の倫理観の問題だと言われたことがあるのですが、そうではない。 

 むしろ、経営者に集中している権力・権威を監視するためのガバナンスが、例えば、建

設業界の場合、現場に必要なのかもしれません。あるいは、元請に必要なのかもしれませ

ん。そういったものを少し検討するような時代に来ているのではなかろうかなと思ってお

ります。 

 以上２点です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかいかがでしょうか。 

 才賀委員、どうぞ。 

【才賀委員】  才賀です。重層下請構造の問題点ということで、非常に的確にお書きに

なっていて、よろしいかなと思いますけれども、それでは、これだけ書いて、ものを誰が

責任をとって、誰がやるのだというところが抜けているのではないかと思います。 

 それと同時に、オリンピック以前までは、やはりゼネコンが労働者を抱えて、仕事をし

ていたものですから、下請問題というのは、下請のおやじはほとんど人夫出しみたいなも

のだった。それが、だんだん、だんだん企業化されて、世の中が変わってきた。変わって

きたにもかかわらず、ずっと今でも親と上と子供がいる。この三つどもえが直らないんで

す。 

 ですから、今の有数の事故があっても、誰か責任をとれば終わってしまう。それで、臭

い物にはふたをしろということで、終わってしまうので、やはり、私は、ここへ来て、こ

の時期に、親と子供と上を対等にして、ゼネコンがやるにしても、専門工事会社がやるに

しても、国が公共工事をやるにしても、民間が工事をやるにしても、全員が同じものにぶ

つかっていかないと、公共だからいい、民間だからだめだという振り分けはないのではな
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いかと思います。 

 問題点が大変大きいと思いますけれども、法律も１つにするのか、２つにするのかわか

りませんけれども、何かそういうふうにして、大きく流れを変えていかないと、直ってい

かないのではないかと思います。 

 以上です。済みません。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 谷澤委員、どうぞ。 

【谷澤委員】  今までの意見と重複すると思いますけれども、非常によくこの問題点は

まとまっていると思います。 

 ただ、この後の民間工事の発注者云々の議題にもかかわるのですけれども、やはり、基

本的には実態の把握と責任の所在といったものがはっきりしないと、次のステップに行か

ないのではないか。 

 請負契約等の適正化と書いてありますけれども、多分、基本的には発注者あるいは元請、

下請、２次下請、それぞれの責任があるはずなので、そこのところの実態を把握していか

ないと、多分、次の議論も空論のようになってしまうので、ここの問題点の把握はよくで

きていると思いますので、ここの実態をもうちょっとちゃんと捉えておかないと、この先

の議論に行かないのではないかという気がいたします。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 勝見委員、どうぞ。 

【勝見委員】  資料にも書いてあります通り、工事内容の高度化等による専門化・分業

化が非常に進んでいまして、１つのものをつくるのに、従来の建設業法が想定している元

請、１次下請、２次下請というラインの会社だけでは、建物ができなくなっているという

面があります。 

 材料の提供であるとか、あるいは、技術的サポートといった面で、元請、１次下請、２

次下請に入ってこないような人たちの知見がないと、設計ができないし、施工もできなく

なっています。 

 ということで、建設業法のカバー範囲ということにも絡んでくるかもしれませんけれど

も、もし、今の建設の生産体制全体を建設業法でカバーしようというのであれば、先ほど

委員長がおっしゃったことに関係するかもしれませんが、請負関係だけでは整理できなく

なっているということかと思います。 
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 重層下請の問題からは外れるかもしれませんが、こうした横からの必要な関与について

は、施工ラインからは排除するとしても、例えば技術支援といった形で生産体制の中に残

しておかないと高度化した今の建設物を完成させることができないという実態があるとい

うことは、ご理解いただきたいと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。とりあえず、先へ進もうと思っているのです

が、ほかにこれだけはというご意見の方、よろしいですか。 

  

 次に、資料２、民間工事における発注者、元請等の請負契約等の適正化について、事務

局からご説明ください。 

【北村建設業課長】  それでは、資料２についてご説明申し上げます。 

 資料２につきましては、民間建設工事の適正な品質を確保するための指針ということで、

実はこれは今までのご議論も参考にさせていただきながら、私どものほうで、民間発注者、

元請の工事事業団体の方ともディスカッションをしながら、現在、指針を作成している途

中段階の概要でございます。 

 内容につきましては、まず、はじめにということで、建設工事につきましては、地中の

状況や近隣対応などの工事開始時点では想定されなかった施工上のリスクが常に存在する。

このリスクについて、しっかりとした協議を行うことなく、請負契約を締結し、工事を開

始すると、リスクが発現した場合に、工期や金額変更など、いろいろ問題があり、円滑な

工事施工に支障を来す。 

 リスクの発現を防ぎ、円滑な工事施工を図るために、関係者間が十分理解し、リスク負

担の考え方について、共通認識を図ることが重要だ。 

 この施工上のリスクに関する協議項目を整理して、民間工事指針として取りまとめる。

これが、ひいては、消費者や利用者の建築物等に対する不安解消や、安心して住宅購入や

施設利用を行うことが期待されるといったことでやっております。 

 とにかくリスクの問題をしっかり契約前に受発注者間で話し合うということが、最大の

眼目だということで書いております。 

 ２番目に、関係者間の基本的役割ということで、発注者、施工者、受注者、それぞれ書

いてございます。これは、この委員会でもいろいろ議論として出ましたけれども、発注者

の責任という言葉が今まで議論として出ておりますけれども、これは公共発注者なら、い

ざ知らず、民間の発注者でございますので、いろいろ技術的な知見があるところもあれば、
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ないところもございますので、あえて指針の中では、発注者の責任という言葉は使わずに、

役割ということで書かせていただいております。 

 特に民間発注者についての役割は、必要な調査を調査会社等に行わせるとか、あとは、

受注者と工事契約を締結し、関係者間の調整・指示などの全体の管理運営を行い、安全な

建築物等を提供する。最終的に、当然、安全な建築物等を提供する。 

 そういう意味では、責務というか、役割を負っているわけですけれども、ただ、民間の

発注者でございますので、自分が、全てそういう技術的なことを把握していなければなら

ないということにはなりませんので、そこは、契約の中で、調査会社を使って、調査をす

るとか、または、設計会社を使って、設計をする。当然、みずからが全てをやる必要はご

ざいませんので、そういう契約上の役割があるのだということを書かせていただいており

ます。 

 設計者、受注者については当たり前のことを書いてございます。 

 ３で、事前準備の重要性ということで、先ほどのはじめにと重なるところがございます

けれども、そういうリスクを防止するための事前準備が必要だということを書いてござい

ます。 

 少し飛ばさせていただいて、５番目でございますけれども、関係者間の協議項目という

ことで、では、施工上のリスクはどういうものがあるのですかということは、以前も概略

をお示ししてございますけれども、ここに地中関連、設計関連など、今回特にくいの問題

で、こういう話が起こっておりますので、支持地盤の深度ですとか、それの似たような話

で、地下の水位ですとか、土壌汚染など、いろいろなリスクがございます。 

 これについては、あらゆるリスクを網羅的に把握することは困難ではありますけれども、

少なくとも建設工事に共通する協議項目についてリスト化し、関係者が共通認識を持って、

事業を進めることが必要であるということでございます。 

 今までは何となくと言ってはあれですけれども、契約書の中で、従来からこの契約書で

やってもらっていますということがあるわけでございますが、特にこういうリスクについ

ては、受発注者間で一つ一つ確認をして、協議をしていただいて、こういったことが起こ

ったら、このリスクはこちらでとるということをよく話し合っていただくことが重要であ

ろうということでございます。 

 特に留意が必要なということで、地中関連のリスクについては、とにかく目で見えない

ところでございまして、それが建物の安全性に非常に関係するということですので、これ
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を特に留意が必要だということで挙げさせていただいております。 

 ６番で、工事請負契約の締結ということでございまして、建設業法の趣旨は改めてとい

うことでございますけれども、建設工事を発注者や受注者が、対等な立場における合意に

基づいて公正な契約を締結して、誠実に履行するということでございます。 

 契約締結に際して、工事の内容と請負代金と工期は、先ほどリスクを議論するのだとい

うことを書いてございますけれども、そういった工事の内容とそこで潜在的なリスクをど

ちらが負うのかを含めて、トータルの請負代金がどうなるのだとか、工期をこのように設

定するのだということを、受発注者間で、しっかりと建設業法の趣旨にのっとって、議論

していただきたいということでございます。 

 契約実務における留意事項ですとか、法令遵守の重要性は当たり前でございますけれど

も、今までも受発注者間の法令遵守ガイドラインを出させていただいておりまして、ほん

とうに一方的に受注者が負担させられているような場合は、業法違反であるとか、これは、

当然、元下間でも同様でございまして、不当に安い請負代金、いわゆる指値発注といった

ことは、過度に慎む。これは念のためでございますけれども、改めて書かせていただいて

おります。 

 大体、概略は以上でございます。 

【大森委員長】  ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明に関して、ご質

問、ご意見等がございましたら、ご自由にどうぞ。 

 どうぞ。 

【古阪委員】  この発注者の問題も、かなり前、２５年ぐらい前に、土木系は、施工条

件明示がはっきりとうたわれた。そのときに、建築系はＢＣＳが中心に頑張られたのです

けれども、結局、できなかった。その後、民間もできるかなと思ったら、結局、できてな

いのです。 

 その施工条件明示は、公共工事で土木。そこで調べていただきたいことは民間土木でど

うなっているか、一方で、国の発注で、施工条件明示は、建築でどこまでできているか。

ここに書いてあることは、発注者の責任は施工条件を明示して、それが契約の図書の一部

だということ。これは非常に重要なことで、当たり前に昔からある用語であり、公共土木

のようにそういうふうにやっているところもあるわけですけれども、やはり、そういうと

ころの実態はつかまないといけない。特に契約との関係で、どういうふうに扱われている

かということが非常に重要であります。 
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 当時、土木は喜ばれて、建築は悔しいということを、まざまざと覚えています。ぜひと

もそこを検証してもらいたいと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。今、先生におっしゃっていただいた施工条件

の明示に関しては、施工条件範囲リストが振興基金の委員会でできているのです。それが

うまく浸透していないということをご指摘されているのだろうと思うのですけれども、既

に条件リストは、今、各専門工事別に結構できているのです。それをできるだけ浸透させ

ようという努力を続けている最中だとは思うのですけれども、少し影が薄くなっているか

なとは思います。今、先生は、そのことを前提にしたご発言だと思います。 

 ほかに何かございますか。 

 どうぞ。 

【伊藤専務（岩田委員代理）】  岩田の代理で参りました、全建の専務の伊藤でございま

す。 

 まず、この指針の案の中で、関係者間の協議事項というもの、特に５番目のところで、

リスト化しながら、事前の段階で、どういうものについて、リスク分担について協議を進

めたということを明らかにすることは賛成であります。 

 ただ、実際の施工段階、施工現場の中で、あらかじめ予測が困難なものも結構あるよう

にも思います。そういう意味で、施工途中の段階で、判明したリスクについても、関係者

間で早期に解決することが、適正な施工を行う上で、重要な要素になるように思いますの

で、ぜひ、この指針の中でも、施工途中における協議の必要性というようなものについて

も明記していただいたら、充実したものになるのかと思う次第でございます。 

 それ以前の問題かもしれませんけれども、どうしても公共工事の中では、改正品確法の

中で、品質確保が極めて大事なテーマでということで、受注者側が適正な利潤を確保でき

るような請負契約の手続等が定められたわけです。 

 もちろん、民間工事について、全て同じというわけではないですけれども、やはり、品

質確保をはじめとする、受注者責任がしっかり果たせるような請負契約の手続が行われる

ような、ある意味では、改正品確法の理念に準ずるような思想、例えば、民間工事の適正

な品質の確保に関する指針みたいなものを、ぜひ今の受発注者間の指針の充実みたいな形

で、ご検討いただいたらいいのかなと思う次第でございます。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょか。 
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 勝見委員、どうぞ。 

【勝見委員】  ２ページ目の関係者間の協議項目というところに、協議項目については

リスト化し、共通認識を持って事業を進めるという表現がありますけれども、これを民間

工事指針という形で打ち出すのであれば、この協議項目をチェックリストとして項目化す

るだけではなくて、やはり、それぞれの項目について、リスク負担の基本的な考え方を盛

り込むべきではないかと考えます。 

 建設工事は、基本的には個別の一品生産ですので、個々の契約は民々の当事者間の協議

の結果にならざるを得ませんけれども、今回のくい問題を受けて、この委員会で検討した

結果、民間工事はこういう考え方でやるべきだという指針ということであれば、標準的な

考え方はこうですという形を示して、契約条件の協議に当たっての出発点になるようなも

のにしていただくと、施工者側としては、非常にありがたいと考えております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがですか。 

 私のほうから、一、二点コメントさせてください。この問題は、建築生産に関与してい

る人々の役割の話で、その視点としては、建設の生産システムとして、リスクをどこで減

らす努力をすることが一番合理的なのか、どういう役割を誰が担うのが一番合理的なのか

という視点で考える必要があると私は思っています。 

 そういうことからすると、はじめにですが、リスクが常に存在する。それは、そうです。

プラス、減らす努力をするということを足していただけると、ありがたい。できるだけ、

工事をする前に、減らせるものは減らす。発注者の必要な調査を詳しくすれば、するほど、

減ると思います。全部は減りませんけれども、リスクの多い、少ないには、関係してくる

という気がします。 

 協議ですが、基本的な考え方としては、こういうリスクを、誰がどういうふうに負担す

ることが、一番合理的なのかというところをまず押さえて、それ以外のところは、自由に

協議するという区分けの仕方もあるかなという気がしています。 

 もう１点は、６番の請負代金について、協議する必要がある。これはもう当然なんです

が、現場はお金が決まらないことが、結構多いと思います。 

 そのときに、建設業法第19条からすると、工事ができないことになりますが、もし協議

しても決まらないときは、例えば、協議中とか時価はだめなのでしょうか。 

 これは、民法の世界では、請負代金が決まらないままで、工事が完了すると、それは時

価として契約したものと考えられます。ということは、逆に言うと、下手に金額を決めな
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いで、工事をやって、最後、決まらなかったら、裁判をしたほうが高くとれることもあり

得ます。これが民法のルールです。 

 こうしたことを考えると、請負代金をとにかく決めなければ、業法違反だという形でほ

んとうにいいのかどうかなのです。これは、ご一考の余地があるかなという気がしていま

す。 

  

 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。先日、日本マンション学会で、傾斜マンション

事件を踏まえて、消費者は現制度でどこまで守られるかというシンポジウムをいたしまし

て、どこに皆さんご関心があったかというと、やはりこの問題でして、ディベロッパーと

建設された方が、どういうふうに責任を持っていただけるのかと、大変ご関心が高くて、

やはり、決まっていないとか、そのポイントが不安になっていたという意味では、こうい

った指針が出て、契約がきちんとされていくということは、非常に重要なことだと思いま

す。 

 ですが、契約の中身を消費者にどこまで見せるかということは、また検討で、全部見せ

ればいいというわけでもないということもありますので、その点も踏まえて、ちょうど２

ページの一番下のところに書いてある、やはり、こういったことをすることが、住宅購入

を行う消費者の不安を解消するのだということは、全くそうだと思いますので、その視点

で、ぜひこういう契約を進めていただけたらと思います。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 １点だけ足しておいてください。協議項目リストの件ですけれども、実は、中建審の勧

告を受けてできている民間連合約款の中には、それなりにいろいろ書いてあります。共通

の情報として、ご提供しておきます。 

 髙木委員、どうぞ。 

【髙木委員】  ２ページ目の６番の法令遵守の重要性のところなのですが、現実的にど

うやっていけばいいのかという質問でございます。 

 昨今は大分減りましたが、一時までは大手のゼネコンにおいても、工事損失引当金とい

う勘定科目で、数百億円レベルの引当金が計上されている。当然、受注契約時点での損失
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引当金の計上は、不当廉売の疑いがありますので、行われてはいないとかたくなに信じて

おりますが、受注契約後、半年ないし１年が経過したときに、工事損失引当金が大幅に増

加する。ただ、それが、受注者側が一方的に負担させられているのかどうかということは、

外からは判断がつかない。 

 ただ、いずれにしましても、１社当たり数百億円、業界全体トップ４社だけで、１,００

０億円近い損失引当金が計上されてきたということが歴史でございまして、実際、現実、

今、工事量が非常に豊富で、利益率が改善されてきておりますので、この点、大分減って

きてはいるのですが、いずれ建設投資がマイナスになっていったときに、同じようなこと

が発生するのではないかと考えております。この法令遵守の重要性はもちろん重要なので

すが、現実的にどういうふうにしていけば、そういったことが守れられるのかという示唆

があればいいかなと思っております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 丹羽委員、どうぞ。 

【丹羽委員】  今、髙木委員と大森委員長のほうからも、価格の話等が出たので、もう

一つの要素で、工期の話ですか、マンションのとき、やはり契約工期をとにかく満たさな

ければいけない。いろいろわからなかったリスクで、こういう地盤の話があったのに、工

期絶対という話がありますので、ここの基本的な考え方、協議項目、処理の話の中で、工

期については、やはり、どこかにちゃんと書いていただかないと、それは契約どおりにで

きてもいいんですが、すばらしくできの悪いものができてしまうということになりますと、

消費者の不安は全然消えないような気がします。 

 工期の問題は、強調しても、強調し足りないかなと思うことは、海外の工事に比べて、

契約工期をすごく絶対視する風土が、日本の建設業界にあるような気がしまして、海外だ

と、いろいろな事情でおくれることは、もうほぼ通常的な話で、さすがにガウディのサグ

ラダ・ファミリアみたいに、何百年かけて工事することもどうなのかわかりませんけれど

も、そこら辺は強調していただければと思いました。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 谷澤委員、どうぞ。 

【谷澤委員】  今、工期の話が出たんですけれども、工期は非常に大事だと思いますの

で、そこを記載すること自体には、もちろん反対はいたしません。 
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 ただ、ちょっと別の立場から申し上げさせていただくと、工期といっても、基本、例え

ば、マンションを例にとった場合に値切りが終わって、くいの工事が終われば、基本的な

リスクはそんなにはないのです。 

 その先の工期を、例えば、販売した後、引き渡しの約束をして、販売するわけですから、

その先で何かあって、工期がおくれるということは、今度、消費者にとって、非常に不利

益。例えば、学校の問題、今、住んでいる場所の売却の問題などに関係するので、工期は

大事だということで、あえてそれは否定しませんが、逆の立場からいうと、そういう問題

もあるということなのです。 

 ですから、リスクはもちろんあるんですけれども、どこまでのリスクを誰が負うかとい

うあたりをちゃんとしておかないと、一方的に、何となく施工者側の立場だけから議論を

していると、やはり、買う方にとっては、工期は大事な部分もありますので、そこのあた

りもよく頭に入れた上で、工期という言葉を使わないと、まずいのではないかという気が

私はいたします。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 古阪委員、どうぞ。 

【古阪委員】  契約の話になりますと、前にも申し上げましたけれども、やはり一式契

約を前提にしている話なのです。ここの民間工事は、多分そのままで、大森委員長がおっ

しゃったように、民間連合の約款でいうと、９５年続いている。 

 しかし、リスクということでいいますと、国際的には、設計と施工を分けてみたり、あ

るいは、設計をもっと細かく分けてみたり、いろいろな多様な発注方法が出ています。分

離発注は工事では典型的な例です。 

 そういうことからいうと、今回の基本問題小委員会で、一式でとりあえずまとめるとい

う部分は必要だと思いますけれども、やはり５０年続いてきた契約、建設業法というもの

の中で、多様な発注をどう盛り込むのか、あるいは、盛り込まないとすれば、今後どうす

るのかということです。 

 工期の問題も全てそういう契約、あるいは、契約約款の中、契約図書の中で処理される

というルールですから、あまりにも日本が今までそういうことが係争になってこなかった

か、表に出てないから問題視されなかったわけですけれども、やはりそこに目に向けると、

国際的にはとんでもない目まぐるしい動きがありますので、ぜひともそこの視野は入れて

いただきたいと思いますし、我々、約款委員会としても、そこを随分注目していますし、
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研究者としても、ものすごく注目しているところなのです。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 藤田委員、どうぞ。 

【藤田委員】  ５番の関係者間の協議項目のところですけれども、基本的に新築を対象

としていただいているのではないかと思うのですが、これからは改修ですとか、大規模な

修繕のこともありまして、そういう場合は、より不確定な要素が多いのではないか。例え

ば、図面と整合性がとれていないとか、いろいろなことがあり得ますので、そちらもぜひ

視野に入れていただけるとよいのではないかと思います。よろしくお願いします。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがですか。よろしいですか。 

 それでは、予定した時間もありますので、先に進めさせていただきます。 

 次に、資料３の施工に関する適切な情報開示のあり方について、事務局のほうからご説

明をお願いします。 

【北村建設業課長】  それでは、資料３に基づきましてご説明いたします。 

 これは２つの内容でご議論をいただいたと思いますけれども、１つは、引き渡し段階に

おけるエンドユーザーへの情報提供についてということでございます。これは、今、マン

ションの引き渡し段階において、情報提供のあり方について、見直すべき点はあるか、な

いかということでございます。 

 現在、マンション管理適正化法に基づく情報提供ということで、真ん中の箱にあります

ような①番から⑪番までの情報提供がございます。この委員会でも、地盤情報が必要では

ないかというご議論があったんでございますけれども、これは、実務等を確認したところ、

通常は、⑩の構造詳細図に含まれるということでございます。 

 実態は、エンドユーザーに引き渡す情報のほかに、建築許可、許認可の関係書類という

ことで、中間検査、完了検査等の中で、いろいろな書類が、設計者から特定行政庁のほう

に出されるような情報がございまして、くいの施工報告書は、一般には中間検査書類に含

まれるということになってございます。 

 これは参考情報ということでございますけれども、エンドユーザーへの情報提供という

ことにつきましては、これまでの議論で、１１種類の図書について、さらに何か広げると

いうことは、特にご意見を頂戴しなかったと理解してございますけれども、ただ、１つは、

地盤情報がちゃんと構造詳細図に含まれているということ。 

 また、１１種類はそのとおりだけれども、情報の密度が非常にばらばらであるというこ
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となので、これについて、もうちょっと統一的な周知徹底ということをやったらどうかと

いうことを、今回の委員会の方向性として、まとめたらどうかということが、１枚目のご

提案でございます。 

 ２つ目でございますけれども、これは、建設業者による施工に関する情報の保存という

ことでございます。表になってございますものは、現行制度を書いてあるものでございま

すけれども、現在、元請、下請について、それぞれ帳簿や当初の保存が定められておりま

して、基本的には契約書ですとか、建設工事の注文者との打ち合わせ記録や施工体系図と

いったものが保存の対象になってございます。 

 ２の箱の中ですけれども、１つは、既存ストックの有効活用ということから、リフォー

ム等を行うときに、何か情報が不足するということがあるということ、施工の内容につい

て、事後的に確認をするという必要性があるのではないかということで、施工の内容につ

いて事後確認するとか、修繕のときの情報というもので、ほかにも建設業者が一定期間保

存することを規定する、こういうものを保存するということを、法令上規定する必要があ

りや、なしやということで、例として、施工計画書、施工要領書ですとか、完了検査にお

いて必要とされる図書・書類ということ、例示等を書いてございますけれども、こういっ

たものについての保存義務というものを検討する必要があるかどうかを、ご意見を頂戴し

たいかと思います。 

 説明は以上でございます。 

【大森委員長】  ありがとうございます。この点に関するご意見・ご質問がございまし

たら。 

 私のほうからですが２ページの下の箱ですけれども、具体的な情報で、何かないかとい

うことは、この委員会では、なかなか難しいのではないでしょうか。この考え方は、この

委員会で、十分、先生方からお聞きできると思いますが、具体的にこの図書が必要だなど

ということは、ちょっと無理かなと思いますので、ほかの先生方も、そのつもりでご発言

いただければ、ありがたいと思います。 

 私のほうから、質問ですが、１ページのくい施工報告書は、実は中身はどういうものな

んでしょうか。 

 くい施工報告書は、一体どういう種類のものが、どこまで要求されているのかというこ

とを、もしわかるようであれば、調べていただければ、ありがたいです。 

【北村建設業課長】  法令上の位置づけを、私もよく理解していません。先般のくいの
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問題のときに、住宅局等で調べた内容ですけれども、くいの問題になったデータを流用し

た種類といったものも全て提出をされておりまして……。 

【大森委員長】  提出されているのですか。 

【北村建設業課長】  はい。中間検査のときに、特定行政庁のもとには行っております。 

 ただ、実際問題として、書類の山をどさっと渡されても、それを特定行政庁の職員が一

つ一つ照らし合わせるということは非現実的ですので、一応、書類としては提出されてい

たけれども、それで、特に流用などは見抜けなかったということで、かなりそういう細か

い書類も提出されていることは、提出されているということだそうです。 

【大森委員長】  そうですか。わかりました。ありがとうございます。 

 もう１点、地盤情報は、構造詳細図に含まれることは、わかりました。 

 でも、地盤情報の共有化という論点は、今回はないということでいいのですか。 

【北村建設業課長】  それは、前々回から、ご議論をいただいております。今回は議題

からは、対象外ということです。 

【大森委員長】  ということですね。 

【北村建設業課長】  はい。 

【大森委員長】  わかりました。ほか、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。マンションの情報に関しましては、問題が起こ

ったとき、速やかに対処できるために、確実な情報を管理組合に渡していただきたいとい

うことが、まず基本の考え方です。私も建築は詳しくないので、この情報以外に何が要る

かということはわかりませんので、ぜひ、そういったところは別なところでご議論してい

ただけたらいいかと思います。 

 心配していることは、ほんとうに１１の書類がどのぐらいちゃんと引き渡されているの

かということ、今おっしゃられましたように、１１種類だけれども、いざというときに、

中身がほんとうに使えるものになっているのかどうかということが問題かと思います。 

 地盤情報は、通常は書いてあるけれども、通常が、どの範囲のところが、ちゃんと引き

渡していただいているのかということでして、構造詳細図の中に地盤情報を含むというこ

とが、きちんと明記されているということも必要かと思いますし、くい施工報告書も、一

般にと書いてありますが、一般がどのぐらいかということもありますので、ぜひ、そうい

った情報もしっかりと引き渡していただけたらいいのではないかと思います。 
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 次の２ページ目との関連で申し上げまして、マンションを買った人は、管理組合の方は、

何かあれば、ディベロッパー、分譲会社に問い合わすわけですから、建設業者が幾ら図面

を持っていても、分譲会社に問い合わせてということになりますので、管理組合の方がど

ういうふうにしたら、情報がもらえるかというツールを確保していただきたいと思います。

ディベロッパーが倒産した場合には、建設会社に行けるかもしれませんが、そこのツール

をぜひご用意いただきたいと思います。 

 保存期間が、今１０年とありますが、問題がわかってくるというか、明確になるのが、

１０年より長い、後ろのことが多くて、ほんとうに１０年でいいのか、では、永遠に持っ

ているのは大変ではないか。建設会社も、分譲会社も、みんないろいろな図面を永遠に持

っていることは大変ではないかということもありますので、新築時の情報であれば、ぜひ、

それを電子化して、どこかに登録する。既にマンションであれば、みらいネット、また、

住宅電子情報システムといって、日本国中の住宅を電子化してお預かりできる制度もござ

いますので、そういったものも活用しながら、より効率的に、１つの図面が効率的に使わ

れるようなシステムを、これを機に構築をぜひ考えていただけたらと思います。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 伊藤委員、どうぞ。 

【伊藤専務（岩田委員代理）】  北村課長のご説明、現行の建設業法における保存義務の

対象が、２ページに一覧表になっていますけれども、質問ではあるのですけれども、これ

について、今回の建設業者が一定期間保存することを、対象を拡大して、法制度上の義務

化みたいなことを、いきなり考えられるというようなイメージなのでしょうか。 

 保存をするとなると、結構なボリュームも出てくる。もちろん、電子化ということは、

ともかく大事なテーマかと思うのですけれども、実態的に見たときに、先ほど言いました

ように、量の問題にも関係するところもあるのですけれども、やはりいきなりの法制化と

いうことよりは、ガイドライン的な指導みたいなこともあるのではないかとも思うのです

が、どういうものですか。 

【北村建設業課長】  そこはやり方はいろいろあろうかと思います。前回か前々回の場

でも、家を建てるのには、膨大な資料が必要だというご意見も頂戴していますので、ほん

とうに必要なものは、これだとか、そこは、物と必要性に応じて、義務化するのか、ガイ

ドラインにするのかは、やり方がいろいろあろうかと考えてございます。 
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【大森委員長】  はい、どうぞ、古阪委員。 

【古阪委員】  今の問題は、先ほどの契約のところでも若干触れましたけれども、国際

的に言うと、日本のように簡単な契約図書で、工事をやっているところはないのです。 

 ただ、日本は相互の信頼のもとで、ずっと続いてきたということにおいて行われている。

ですから、例えば、ごくわずかの資料で、簡単に契約どおりに入ってしまうのです。欧米

だけでなく、シンガポールでも膨大な契約図書が用意されています。 

 そういう中で、何をどこまでやるのかということは、ここではないにしても、きちんと

法制化するという前に、ほんとうに何が必要かということをやっておかないと。 

 先ほど齊藤委員がおっしゃったように、これもあれもつくったほうがいい。それはいい

に決まっている。しかしその費用は、ある限度以上は全て、発注者なり、消費者の負担と

いうことになります。全てを出すかわりに信頼できるところに頼んでしまえば、何もやら

ないということもあるでしょうし、いちいち心配だからやらないというふうに、この選択

は全て契約において決められるわけですから、そこのマナーは、日本人が極めて弱いとこ

ろなんです。ですから、そこの部分は間違いないように、きちんとつくられる的な感覚の

もとでやらないといけないと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがですか。よろしいですか。 

 それでは、資料４、中小建設企業の企業再編の促進について、事務局のほうからご説明

をお願いします。 

【北村建設業課長】  それでは、資料４でございますが、中小建設企業の企業再編の促

進ということで……。 

 

 まず１ページでございますが、問題意識が書いてございますけれども、高齢化だけでは

ないと思いますけれども、こういったことに伴いまして、後継者問題を経営上の優先課題

と位置づける建設企業が増加してございます。 

 こういった中で、今後、施工能力のある中小建設企業が廃業するという可能性がござい

まして、仮に廃業するといった場合に、そこで、蓄積された地域のそれらの企業が有する

技術力や人材といったものが、会社が廃業することによって、雲散霧消してしまうという

ことであれば、地域の守り手としての建設業者の役割が果たせなくなりますので、こうい

ったものをいかに有効に活用することができるかということが問題意識でございます。 

 一方で、将来の建設需要を見据えて、廃業とは別に、事業の拡大、生産性向上という観
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点から、合併を検討するという企業もあろうかと思いますので、こういう建設会社のニー

ズに応えて、合併ですとか、事業の譲渡ということを円滑に実施できる環境整備が必要で

はないかというものでございます。具体的には２ページ以降でございますので、そちらで

ご説明します。 

 まず２ページ目でございますけれども、合併における許可・経審制度上の課題への対応

ということで、いきなり各論にはなりますけれども、現在、企業が合併するときに、１つ

は、建設業の許可と経営事項審査と２つの手続が必要になってございます。 

 例えば、Ａ社がＢ社を吸収合併するというときには、Ｂ社が持っていた許可の業種で、

例えば土木一式の会社が建築一式の会社を吸収合併するということになりますと、新しい

会社は、もう一度、建築一式の許可を取り直さないと、建築一式の仕事ができないという

ことになってございます。 

 現在はあくまでも別の会社の取っていた建築一式の許可を、そのまま引き継ぐというわ

けにはいきませんので、どうしても吸収合併してから、もう一度、許可を取り直すという

ことになってございまして、それについての空白期間が発生ということになってございま

す。 

 経営事項審査についても同様でございまして、新しい会社が許可をまず取っていただい

た上で、さらに新たに取った建築一式についての経営事項審査を受けて、点数をお出しし

てもらうということになってございまして、時間的なロスがかなり生じるということでご

ざいます。 

 これにつきまして、許可、経審につきましても、なるべくそこの時間のロスをなくすた

めに、例えば、許可、合併手続が入ったら、もう合併後を前提にして、事前に許可の手続

を始めるとか、経審につきましても、そういう事前準備を早目に始めるということで、そ

この時間的な空白期間をなくして、合併をしたら、合併後に新たな体制で、なるべくすぐ

にお仕事ができる、公共工事に手を挙げられるということを工夫したらどうかということ

でございます。 

 ３ページ、４ページ目は、ポンチ絵で概念を描いてございますけれども、考え方として

は、今、言ったことでございます。 

 ５ページでございますが、廃業に伴う技術者の円滑な移行ということで、これは、かな

り思い切ったご提案をさせていただいております。例えば、今、申し上げましたＡ社がＢ

社を吸収合併するときには、当然そこで経審等になるわけですけれども、これは、例えば、
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Ａ社の事業承継が困難であり、廃業後に、Ｂ社がその技術者等を受け入れるということで

ございます。 

 下にポンチ絵がございますけれども、Ａ社が完工高３億円で、技術者が何人かいて、Ｂ

社が完工高１０億円ということでございます。こういったときに、これはあくまでもＡ社、

Ｂ社は別の会社でございますけれども、例えば、Ａ社が廃業したときに、この技術者を丸々、

Ｂ社が引き受けるというときには、実態としては、やはり、建設業において、技術者が会

社の財産であり、能力でございますので、引き継いだ人を評価しまして、Ｂ社がより能力

の高い会社になったということを経審で評価をしたらどうか。 

 具体的には、現在、技術者につきましては、技術者を点々と動かすことを排除するため

に、６カ月たたないと、経審上カウントできないということになってございますけれども、

これを特例として、廃業の会社から受け入れた場合には、６カ月たってなくても、すぐに

Ｂ社の技術者として評価をする。 

 さらに、Ａ社が持っていた技術者の経験を、そのまま完工高として評価をして、引き継

いで評価をする。そして、Ｂ社は、Ａ社の職員がやった仕事も、Ｂ社がやった仕事という

ことに計算して、経審の評価をするということをやったらどうかというものでございます。 

 ６ページ目でございますけれども、合併に係る入札契約上の課題ということでございま

して、合併については、何年か前の基本問題小委員会でも、いろいろご議論いただきまし

て、そういった中で、地域要件や入札の参加の等級を考慮するということがご議論されて

おりまして、これは、地方公共団体ごとにかなりいろいろな制度に、既に取り組んでいた

だいてございます。 

 ７ページ以下に特例の導入状況などがございますけれども、８ページにございますけれ

ども、中には、導入したのだけれども、やはり廃止したとか、Ｌのところですけれども、

合併特例で評価したのだけれども、過大に評価し過ぎていたので、少しやめたというとこ

ろもございますので、入札契約上のものについては、現在、公共団体でかなりいろいろな

試みがございますので、まずは、そこでどういったことをやっているのか、それについて

の評価はどうかということの検討を進めてまいりたいというものでございます。 

 説明は以上でございます。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 それでは、ただいまのご説明に関して、ご意見、ご質問等がございましたら、ご発言、

よろしくお願いします。 
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 伊藤さん、よろしくお願いします。 

【伊藤専務（岩田委員代理）】  地域の建設企業の状況からして、合併をしながら、経営

を強化する。あるいは、廃業をせざるを得ないというときに、そこで働いている人たちを

上手に地域の中で、新しい企業なりに移行させながら、地域全体としての力を維持してい

くということ自体、とても大事なテーマだろうというふうに思っております。 

 この議論の中で、資料のタイトルの中で、企業再編の促進というものですから、どきっ

としているわけですけれども、先ほど言いましたように、いろいろな企業の戦略の中で、

合併だとか、廃業だとか、そういったことについての環境整備しながら、いかに円滑化し

ていくという観点で、議論を、今の北村課長のご説明は、そういうことだったと思います。

根っこのところが促進をするということ、どんどん合併のほうに進めるということである

とすれば、そこは相当な議論が必要なのかなと思っております。 

 おっしゃられた入札制度上の特例の話についても、やはり功罪両面、いろいろあるのか

なとも思っておりまして、私どもにもいろいろな声が聞こえてきますが、やはりしっかり

現状を確認しながら、地域の建設企業のあり方を踏まえながら、国としても、いろいろな

自治体に対する指導もやっていただければありがたいと思っております。 

 以上でございます。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 私のほうから、１点だけ教えてください。８ページのＩ社なのですけれども、特例措置

を利用して、適用期間終了年度に合併を繰り返している。具体的にどういうことなのです

か。わかりますか。 

【北村建設業課長】  合併すると、入札の評価が上がるものですから、何度も、何度も

合併して、その瞬間だけ水増しした評価で、入札してもらうということ……。 

【大森委員長】  でも、合併しているから、３社が２社になり、２社が１社になり、結

果的にどんどん減っているという意味ですか。何かちょっとよくわからない。 

【事務局】  実質、ほとんど実態のないような建設会社を見つけて、合併しますと、１

０から１５％の加算措置もありますので、そういう会社を見つけて……。 

【大森委員長】  休眠会社みたいなものを見つけてくる？ 

【事務局】  はい。それをタイミングよく見つけると、加算になりますので。 

【大森委員長】  なるほど。わかりました。了解です。ありがとうございました。 
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 ほか、いかがですか。よろしいでしょうか。 

 丹羽委員、どうぞ。 

【丹羽委員】  いろいろな促進策で合併を早期化していくという手段を、今回用意して

いただくということは、大変ありがたいのですが、今のペーパーみたいな話もそうでした

が、片方で、建設会社は実態があれば、瑕疵保証責任が残っている期間の管理はちゃんと

されているのでしょうから、審査の中で、やはり、ほんとうに瑕疵保証責任の管理状況を

見て、実態がないペーパーの会社の合併は、ここの座布団１枚、２枚を上に乗せるみたい

な話の中から排除しないと、真面目にやっている会社にとっては、逆に迷惑な話になるの

で、お気をつけいただきたいと考える次第です。 

 一定の条件ではということで、４ページの一番下の行に書いてありますけれども、合併

の合算した決算書も、お互いの会社同士でやりとりしていると、それなりに、会計上、正

しく決算書をつくることは、そんなに簡単ではないはずなので、一定の条件のもとという

中身を専門的に検討していただいて、あまり不公正なことが起きないように、あるいは、

また、それを審査する地整局の担当の方や都道府県の方が、適切にチェックできるような

マニュアル等もどこかで用意していただきながら進めていただくとありがたい。余計なこ

とかもしれませんが、お願いします。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、よろしいですか。 

 それでは、次に、資料５に入りたいと思います。軽微な工事（リフォーム工事等）に関

する対応の検討について、事務局のほうからご説明よろしくお願いします。 

【北村建設業課長】  これにつきましては、以前、この会議で、軽微な工事を行う業務

のほうについての許可なり、何なりの対応が要るのではないかというご議論があったもの

ですから、過去の経緯等を整理して、議題とさせていただいております。 

 まず、軽微な工事のみを請け負う者についての建設業法上の許可制度を適用除外とした

経緯ということでございますが、これは、建設業法の制定、昭和２４年のときからの制度

でございまして、当時の言葉をそのまま書いてございますけれども、建設工事が持つ公共

の福祉との関係が希薄である。 

 修繕工事程度のみを行う小規模事業者に、業法を適用することは過度な負担となるとか、

その数も極めて多数となるということで、小さい工事については、許可制度の適用除外と

されました。 

 ２ページに金額の変遷を書いてございますけれども、当時は３０万円ということだった



 -26- 

のですけれども、これが、いろいろな物価の関係などで見直してございまして、現在は請

負金額５００万円未満、建築一式工事については１,５００万円または１５０平米未満とい

うことになってございます。 

 ただ、今、リフォーム工事が非常に増えてきてございまして、リフォーム工事につきま

しては、大宗が軽微な工事ということになってございます。こういった中で、リフォーム

工事についての電話相談など、いろいろ増えてございますという実態を、後ろのほうにつ

けさせていただいております。 

 こういう状況を踏まえて、軽微な工事のみを請け負うものについて、特にリフォームに

限らず、新築でも同様でございますけれども、発注者保護の観点から、一定の関与を行う

といったことが考えられるかどうかということでございます。 

 軽微な工事を行う者について、例えば、許可は重過ぎるとしても、例えば、届け出させ

るとか、登録する。これにつきましては、一方で、リフォームにつきましては、住宅リフ

ォーム事業者団体登録制度ということで、団体を登録していただいて、そこで、優良な企

業を団体の中で育成するというか、それを内部の規律に任せるという制度が、既に一昨年

からスタートしているところでございます。 

 その他、仮に制度化するのであれば、業務処理についての規範化ですとか、消費者法の

観点からの業務の適正化等、あとは、ふぐあいが生じたときの監督権限をどうするかとい

うもの。 

 リフォームにつきましては、この委員会でもいろいろご議論になってございますけれど

も、新築と異なる別途の技術力ですとか、条件、いろいろなことが必要だという意見もあ

りますので、そうなると、軽微なものにとどまらないことになりますけれども、こういっ

た観点についても検討しているということです。 

 ここは、ほんとうにまだなかなか方向性を出し切れてなくて、中途半端で大変恐縮でご

ざいますけれども、こういった問題意識について、先生方のご意見を頂戴したいというこ

とでございます。よろしくお願いします。 

【大森委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に関して、ご意見、ご質問等がございましたら、ご自由に

どうぞ。 

 蟹澤委員、どうぞ。 

【蟹澤委員】  蟹澤です。以前も申し上げて、繰り返しになる部分もあるのですけれど
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も、１つは、今日は細かく建設業法の軽微な工事の変遷をおつくりいただきましたけれど

も、やはり、これも、あくまで新築が前提なのかなという気がいたします。 

 その上で、特にリフォームに限った場合の問題点は、大きくは２つあると私は思ってい

るんです。いわゆる詐欺的なリフォームみたいな事例を調べてみますと、そこから見えて

くる問題は、１つ目は、軽微な工事といいつつ、または、訪問販売だから、建設業と関係

ないという捉えられ方もするのですが、実は、問題のあるリフォームは、例えば、訪問を

して、ただそこで営業するだけでなくて、お宅、耐震性に問題があるよとか、屋根の一部

が壊れていて、雨漏りするよとか、シロアリに食われているよなどという、要するに、建

設の専門家の診断のようなことをしているという実態があるということが１つです。 

 ２つ目は、今、申し上げた、例えば、屋根にしろ、壁にしろ、耐震性ということにしろ、

それは、住宅の品確法でいうところのほとんど全てが、構造耐力上主要な部分に当たると

ころについての何か診断をし、かつ、その上で、よくニュースでもありましたけれども、

天井裏に意味のない金物をたくさんつけたとか、換気扇にいっぱい変なものをつけたとい

うことがあります。あれも、結構な場合、構造耐力上主要な部分にさわって、工事をして

いる。 

 要するに、金額は軽微であるのですけれども、例えば、住宅の品確法というところで見

たときには、軽微ではない、構造耐力上主要な部分にかなり手をつけている。これは、イ

ンチキではないところまで広げたときにでも、やはり、知識が不足していて、必要な耐力

壁を壊してしまったとか、そういう問題が生じていることを考えても、僕は、金額上の軽

微であるということと、工事の内容上の軽微であるというところを分ける必要があるので

はないかと思うところです。 

 私は、法律全てに詳しくないのですが、診断をするという行為が、排他的に建築士だけ

がやっていいとか、そういうものにもなっていないものですから、その微妙な問題を含み

ますけれども、私の問題意識としては、今、申し上げたとおりです。よろしくお願いしま

す。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。 

 私のほうから、一、二点だけ。 

 建築一式だと、１,５００万円以下はノーコントロールでいいということなのですけれど

も、１,５００万円というと、小さな住宅だと、結構建てられてしまうんだと思うのです。

そういうものが野放しでいいということも、何かよくわからないということが、正直な感
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想です。１,５００万円は、ほんとうにいいのだろうかという気がしています。 

 リフォームについては、新築と異なる別途の技術力が必要、正確に言うと、むしろ新築

プラスアルファの知識が必要だと思っています。例えば、配水管一つ直すにも、いろいろ

な影響を考えながら、いじらないと、ほんとうはいけない。多くの場合は、他への影響を

いつも考える。これは、リフォームの一番難しいところだと思うのです。 

 工事をするときでも、めくったはいいけれども、下地が悪いことをわかっていて、その

ままふたして、後でトラブルになっているケースは結構多い。だから、ほんとうは、めく

った瞬間に、下地のことまで考えるべきです。 

 もっと言うと、最初の段階で、そういうケースもあるけれども、お客さん、どうします

か、大丈夫ですかという説明まで十分した上でやることが、ほんとうのリフォームだと思

うのですけれども、実は、現実にはそうなってなくて、むしろ簡単な工事だという位置づ

けにされていますけれども、ほんとうにそうなのだろうかと、思っています。新築プラス

アルファの技術力が必要なのではないか。ただ、それが、目立たないだけなのではないか

という気がしています。 

 この点に関しては、個人的な意見ですので、ほかの先生方、ご知見がありましたら、ご

意見をいただければ、幸いです。 

古阪先生、お願いします。 

【古阪委員】  これは、少しぼんやりしていたので、最終的には聞いてないのだけれど

も、設計も含めて、まず壊す技術がわかってないと、だめなのですよね。新築は壊さなく

ていいのです。だから、壊す部分で、明らかにプラスであり、だから、建築士でなくても

いいことが、結構……。大規模な修繕以外はできますので、要するに、野放しになってい

るという実態で、まだ日本人、だますことがあんまり多くない状態ではあるのだけれども、

一方で、少し前に、鉄板を何枚か床下に入れただけで、１枚１００万円の耐震補強をしま

したというような詐欺行為もあるわけです。 

 そういう意味でいうと、やはり、制度的に何らかの届け出程度はさせるということをし

ておかないと、消費者の人が何を誰に頼んだらいいのかわからない。正直言うと、僕だっ

て、自分の住んでいるところを何かいじろうと思ったら、誰に頼んだらいいかとわからな

いということが実態です。 

 いろいろなこと、知恵を絞れば、自分なりにできますけれども、一般の方は、知恵を絞

る状況がないので、やはり何らかのそういう窓口というか、ここのメンバーなら、それな
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りの変なことはしないという。あとは、契約でそれぞれ選ばないといけませんので、あま

り許可を取って、どうのこうのというところまでは、負担がそれぞれに重過ぎると思いま

すので、ぜひともその辺のことは要るだろうと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 井出委員、どうぞ。 

【井出委員】  ５ページのところの登録団体の制度ですが、団体がどの程度のことをや

っているのかということがあまりよくわからなくて、私はセカンド・オピニオン的なこと

は絶対必要だと思っているのですが、そういったところまでやれるほどのそういった団体

なのか、あるいは、単に事業者が登録していて、それを受けつけているだけのような仕組

みなのかというところで、この団体の役割を、消費者の相談窓口を充実させることによっ

て、事態は大分改善するのではないか。今でなくてもいいのですけれども、先ほどの先生

のお話もあったので、実態を教えていただければなと思います。 

【大森委員長】  事務局のほうは、宿題でいいですか。 

【北村建設業課長】  後ほど、また資料をお出しします。一応、登録するときに、登録

基準がそれぞれございます。例えば、中でのこういう指導、まずは大体の中で、ルールを

決めて、そのルールに違反するような会社はそもそも登録させないですとか、問題があっ

たときの苦情があったときには、どういうふうに処理するとか、一応その団体で、それぞ

れルールをつくっていただきまして、私どものほうで、そのルールにのっとったものだけ

を登録するということでございます。 

 一応、形式的には、そういうプロセスを踏んだ上で、登録するということにはなってご

ざいますが、詳細はまた整理して、お示ししたいと思います。 

【大森委員長】  よろしくお願いします。 

 ほか、いかがでしょうか。 

 藤田委員、どうぞ。 

【藤田委員】  ちょっと正しいかわからないのですけれども、我々、耐震補強や耐震診

断をやる側は、ぜひやったほうがいいと思っているのですけれども、実際にはなかなかそ

れが普及しない。 

 ですので、よくお願いしていることは、リフォームをするときに、実はついでに耐震補

強するというふうにしていただくと、費用的にも……。リフォームに使われる金額は、結

構大きいので、その一部を耐震性の確保に充てていただけると、実は耐震補強だけしよう
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とすると、その後の修復のリフォームというか、修繕の手を入れるところにお金がかかっ

てしまうので、リフォームプラスアルファでやってくださいということは、結構お願いし

てきているところではあるので、そちらのほうがほんとうはやりやすいのではないかなと

思っているのです。 

 一方で、先ほどおっしゃったような安全性の問題が、ほんとうにちゃんとできているの

かという場合もありますし、あとは、詐欺のような問題も、もちろんたくさんありますの

で、そういうものは厳しくチェックしないといけないのですけれども、耐震診断、耐震補

強の普及という意味では、できれば、リフォームプラスアルファでできるような、それを

ちゃんと評価できるような仕組みがあると、本来は普及しやすいのではないかとは、実は

思っております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほかはいかがですか。 

 １点だけ確認させてください。 

 １ページのもともとの制度趣旨の建設工事が持つ公共の福祉との関係が希薄であるとい

う点ですが、当時はともかく、現在の状況を考えると、１,５００万円もしくは単発の５０

０万円以下が、ほんとうに希薄かという疑問があります。 

 もう１点、極めて多数と。これは、ほんとうに多数なのですか。その実態はよくわから

ない。昔は多数だったかもしれないけれども、今はどうでしょうか。時代背景が違うんで

はないかという気がしますので、ここは何か抜本的な見方を、少し変えたほうがいいかな

という気もしております。 

 ほか、よろしいでしょうか。 

 それでは、先に進めさせていただきます。技能労働者数の推計・担い手確保等施策の目

標・目安の考え方について、資料６です。よろしくお願いします。 

【木村建設市場整備課長】  建設市場整備課長でございます。それでは、資料６で１枚

おめくりいただきまして、技能労働者数の推計・担い手確保等施策の目標・目安の考え方

ということで、前回の委員会で、今後の担い手確保・育成策の素案という形で、今後の方

向性をご議論いただきまして、おおむねご賛同いただけたというふうに、私は理解してお

ります。 

 そのときに、この施策をこれから実施していくに当たって、やはり、継続的なフォロー

アップが必要ではないかというご意見も、前回頂戴いたしましたし、また、効果測定もす

ぐに出てこないので、少し長い目でいろいろ見ていく必要があるのではないかというご意
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見をいただきましたので、この目標・目安を設定するとしても、この考え方はどういう考

え方で整理するかということを、今回、１枚だけですけれども、ご紹介の用意をさせてい

ただきました。 

 冒頭のところ、これまでの取り組みの成果と書いてありますが、これはかなり簡略化し

て整理してみましたけれども、青いグラフが、就労者全体、これは、全産業全体に占める

建設業従事者の割合は、建設業従事者ですので、技能労働者だけではなくて、ホワイトカ

ラーの事務職の人も含めてですが、２０１０年に建設投資が底を打って、そこから、順調

に回復をしているということとあわせて、雇用環境の改善がなされて、ある程度、下げ止

まっている。ずっと下がってきた従事者の割合は、近年下げ止まっているということが、

１つ評価としてある。 

 その一方で、とりわけ新卒者の新卒の入職者だけを見ますと、２００９年、底のときは

４％だったわけですけれども、これが直近の２０１５年、５.６％に回復するということで、

これは、やはり、担い手確保の取り組みの着実な成果として評価してもいいのではなかろ

うかということで、こういう個別の評価は少しできていくのではなかろかということで、

これからもこういう数値目標というと、大げさですので、目安というものを設けながら、

フォローアップしていきたいということでございます。 

 その下、論点というところにございますけれども、今ほど申し上げた施策に効果を中長

期的にフォローアップするということ。 

 もう一つは、施策の効果をフォローアップする上で、やはり、どうしても一定の前提を

置かないと、長期推計はなかなか難しい状況になりますので、技能労働者数の将来推計と

いうことで、自然体で推計してみると、こういう数になっていくということをまず将来推

計いたします。もう一つは、必要とされる技能労働者数も改めて算出をして、この中で施

策により、カバーしていく技能労働者数の目安を示していく。 

 これは、全体の数字もありますし、例えば、今ほど申し上げました新卒、あるいは、女

性はどうか、高齢者はどうか、中途採用はどうか、離職防止はどうか、それぞれ効果を把

握していくという取り組みが必要ではないかということでございます。 

 一番下に、推計、目標・目安の設定の考え方だけ、今日はお示しをしておりますけれど

も、一つは、自然体の技能労働者数は、コーホート法による将来の数を推計してみようと。

今の世代構成を前提に、これが１０年後、１５年後どうなるかということを、まずは自然

体で推計をしてみようということが１つ目でございます。 
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 ２つ目の必要とされる技能労働者数は、非常に難しい面はありますけれども、１人当た

りの平均的な建設市場規模を、これまでの実績を踏まえて、ある程度設定を仮にして、中

長期の建設投資見通しを出すことによって、例えば、２０２５年度の時点において必要と

される技能労働者数を出してみる。 

 この数と自然体でいったときの数のギャップを考慮して、担い手確保・育成あるいは生

産性向上による施策で、どの程度このギャップをカバーしていくのかということで、技能

労働者数の目安を設定して、効果をフォローアップしていくという取り組みをしたいと思

っています。 

 今日は、残念ながら、数字までお示しできませんけれども、いろいろトライ・アンド・

エラーをしながら、一定の仮定を置いて、数字をつくらなければいけませんので、次回以

降お示ししたいと思っています。 

 ２ページ以降は参考資料でございます。２ページは、コーホート法についての説明をつ

けております。 

 ３ページ、４ページは、前回ご議論いただいた施策の方向性を示した資料でございます

ので、省略をいたします。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。この点に関するご意見、ご質問等がございま

したら。 

 勝見委員、どうぞ。 

【勝見委員】  これについては、ぜひお願いしたいと思っています。業界を挙げて、い

ろいろと取り組みを始めておりますが、目標を出して、その成果を見える化して、フォロ

ーアップしていくということは、取り組みを進めていく上で、絶対必要なものだと思いま

す。 

 日建連でも昨年度、長期ビジョンで、将来の技能労働者の不足数を出しましたが、あの

数字は実は非常にざっくりしたというか、簡便な方法で出した数でして、コーホート法で

やってみようという話もあったのですが、時間的な制約やスキル不足によりなかなかうま

くいきませんでした。ですから、今日の資料の内容のような客観的な目標設については、

ぜひお願いしたいと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 髙木委員、どうぞ。 
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【髙木委員】  大きく２点ございまして、まず１つ目が１ページ目のところでして、２

本のグラフが出ておりまして、この２本のグラフを読み解くと、新卒比率は大幅に上昇し

ているものの、全体に占める建設労働者の比率は、一向に上昇しない。要は、新卒比率が

上昇しているにもかかわらず、全体として、やめていく高齢者の方が非常に大きいという

ことですので、すごい大きな問題点をここで出してもらっているということが１つ。 

 もう一つは、大変恐縮ですが、担い手確保の取り組みは、着実な成果をほんとうに上げ

ているのでしょうかというところでございます。２００９年から２０１０年の４.０％から

５.０％、２０１０年度は、たしか公共投資の大幅削減があった年で、世の中全体、リーマ

ン・ショックの後で、大変な時代だったと思うのですが、２００９年から２０１０年での

データの連続性はクエスチョンマークではあるのですが、少なくとも２０１０年度を底に

して、２０１１年以降、建設投資の対ＧＤＰ比率が上昇してきているという背景がござい

ます。 

 新卒の全体に占める建設業入職率の比率は、おそらく、マーケットの動向に一番影響し

ているはずで、それは過去を分析すれば、とれるはずですので、そこからさらに増えてい

るのであるならば、それは取り組みの着実な成果ということでありますので、ちょっと不

十分かなということはあります。それが１点目です。 

 ２点目は、前々回もお話をさせていただきましたが、そのとき私は失礼なことを言って

しまって、国交省の予測は当たったことがないみたいなお話をさせていただいたのですが、

主語は国交省ではなくて、全ての予測・推測は、基本的には当たらないというか、当てる

ものが目的ではないと思っておりまして、むしろ幾つかのシナリオを置いていただいて、

ケースＡの場合にはこうだ、ケースＢはこうだ、ケースＣはどうだ、この幅を大きくして、

ぜひ推計していただければなと。 

 予測の仕事を２５年間してきたんですが、ほんとうに予測は当たらないということはよ

くわかっている人間でございますので、ぜひ幅を明示していただいて、ご議論していただ

けるといいんではないかと思います。 

 以上です。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがですか。 

 田口委員、どうぞ。 

【田口委員】  ここに書かれております施策については、ぜひこういう方向で進めてい

ただきたいと思いますけれども、以前にも申し上げましたけれども、やはり重層下請構造
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の実態把握と同じで、担い手、中小零細業者、技能労働者が全国的に、特に都道府県、市

町村レベルで、実態がどうなのか、それも職種ごとに、年齢別にも、やはり、そういうも

のをしっかり正確に把握をする必要があると思います。 

 やはり、特に地方のほうは、技能労働者が急激に減っておりますので、これは都市部と

はまた別の実相もあるのではないかと思いますので、そういうことの調査といいますか、

そういうものができるかどうかということもあります。例えば、ここに参加をされている

団体で、全建、全中建、全建総連も含めて、そういうことの指示をしていただければ、一

定程度の把握はできるのではないかと思っておりますので、その点の検討もぜひお願いで

きればと思っております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。 

 古阪委員、どうぞ。 

【古阪委員】  ここの統計というか、ここの部分は、どうも発言は国交省に何とかして

くれという悲鳴に聞こえるんです。日建連や全建あるいは全建総連は、みずからやるべき

ことがいっぱいあるわけです。ただ、今いるメンバーでやるということは、確かにおっし

ゃったように、コーホート法はよくわからない。でも、それは、これを教えてくれよと、

ここにいらっしゃる方も含めて、呼べばいいんです。 

 やはり、団体がみずからそれをやるということが本来のところで、陳情であり、非難で

ありというよりは、もう少し……。国の擁護をするつもりは全くありませんけれども、当

事者がみずからやらなければいかんわけで、そういう意味でいうと、私もやりますけれど

も、特に建設業にかかわっている団体の人たちは、大学の人も含めて、場合によっては、

国交省の人も呼んで、みずからがやる。国交省がやるということは、全部、自分からデー

タをとりに行かなければできないわけですから、過剰な負担ということもできます。 

 例えば、日建連は、自分のところにデータ／情報はあるわけです。そして、それをいか

に使うかという問題です。日本人はややもすると、人を頼ってやるという習慣があまりに

も多過ぎて、もう少しみずから何とかやってみようという努力を思い起こしてほしいと思

うのです。 

 業法ができたとき、私は業法とほとんど同じ年齢ですけれども、そういう時代は、もっ

と皆さんが一から考えやったということで、そしてお互いにずっと成長してきたからこそ、

さまざまに国が支援してくれる立場もあるわけですけれども、国だってかなり崩壊寸前の

財政事情でありますし、人的にもそうなのですから、人手不足はどこにあるかと、国にあ
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ると考えたほうがいいかもしれない。 

 これは半分冗談ですけれども、とにかくみずから考えるということを、業界団体の方に

はお願いしたいですし、我々はいつもでもそこに応援に行く用意はありますので、ぜひと

もそうしていただきたいと思います。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、最後、７番、報告事項になりますが、資料７、建設工事に係る最近の問題事

例について、事務局からご説明いただきます。これは、単なる報告というよりも、実は深

刻な事態のような気がしていますので、皆さん、ご意見等をお聞きしたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

【北村建設業課長】  では、資料７－１と７－２と２つに分けてございますけれども、

ご説明を申し上げます。 

 建設工事に関係して、非常に大きな問題が立て続けに起こっております。中には一部ご

紹介したものもございますけれども、改めて簡潔に資料をまとめさせていただきます。 

 まず資料７－１の１枚目ですが、これは、そもそものこの議論をさせていただく発端の

横浜市都筑区のマンションの基礎ぐいに端を発した基礎ぐい工事問題ということで、上半

分が個別の都筑区のマンションの話でございます。これについては、ご案内のとおり、基

礎ぐいの支持層への未達６本、根入れ不足が６本ということと、問題は、それの際に、約

７０本のくいで施工データの流用があったということでございます。 

 もともとこの図にあるような建物のジョイントで２センチの差があるということが発端

でございますが、これの原因を探るうちに、こういった問題が出てきたということでござ

います。 

 対応状況ということで、特定行政庁たる横浜市のほうで指示をしておりまして、建築物

の安全性について検証中ということで、震度６強から７に達する地震で、倒壊、崩壊しな

いということは確認済みでございます。 

 ただ、細かい建築基準法違反があったどうかということについては、まだ検証中でござ

います。 

 国交省としましては、施工不良かどうかということについては、事実関係は明らかでご

ざいますが、施工体制についての建設業法違反ということで、３社について営業停止等の

処分と指名停止措置を実施しております。 

 下のほうでございますが、これで、もともと旭化成建材がデータ流用していたというこ
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とで、調査等を行っておりまして、これを受けまして、旭化成建材による３６０件のデー

タ流用、あとは、同じような仕事をしているコンクリートパイル建設技術協会の会員企業

においても、８社５６件のデータ流用があったということでございます。 

 今、右側にデータ流用のイメージということで、右にあるようなものをいろいろコピー、

転用して、こういう文書をつくっていたということでございます。 

 ２枚目が、横浜市西区のマンションということで、実は、これも基礎ぐいの支持層未達

ということで、この問題は一昨年に発見されておりまして、支持層未達１５本、根入れ不

足４本ということでございまして、特にＢ棟の南棟で、傾斜があったということでござい

ます。これについては、建築基準法違反ということが、もう既に確定をされております。 

 これにつきましては、今年になりましてから、地下のピット部における鉄筋が切断され

ていたということで、これが非常に大きな話題になってございました。鉄筋のほうにつき

ましては、横浜市のほうで、構造耐力上問題ないという判断が既に出ているという案件で

ございます。 

 ３ページ目でございます。これは、以前、簡単にご紹介してございますけれども、落橋

防止装置の溶接不良ということでございます。道路の橋の部分でございますけれども、こ

れの耐震補強工事にされている落橋防止装置でございます。 

 左側のところにポンチ絵を描いてございますけれども、発注者（国交省）がショーボン

ド建設に受注しまして、こちらのほうが、下にある久富産業、製作会社でございまして、

こちらから落橋防止装置を納品するということでございます。ですので、ここは請負契約

ではございませんので、下請企業ではない、製作会社ということでございますが、こちら

の製作会社が下の検査会社とぐるになって、不十分な溶接を行ったものを納品していたと

いう問題でございます。 

 ４ページ目でございますが、これは、最近、羽田空港で初めに見つかったものでござい

ますが、空港の地盤改良における施工不良問題ということでございまして、これはわかり

づらいんですけれども、施工不良のイメージが真ん中にございます。 

 これは、本来であれば、ここの点々であるようなところに、削孔ということで、どんど

ん穴を掘っていって、丸がいっぱいありますけれども、そこから薬液を注入して、バルー

ングラウト工法といいますけれども、風船のように薬液の玉をつくって、地盤を改良する

というものでございます。左側の赤にあるように、そもそも管もうまく入らなかったとい

うことと、右側のところで、改良体に小さい黄色い丸がついてございますけれども、十分
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にできなかったということで、薬液注入の本来予定したものの５.４％しか注入ができなか

ったということでございます。 

 これは、調査をさせたところ、東亜建設興業において、それ以外の工事、松山空港や福

岡空港でも施工不良がありました。 

 問題は、単に施工不良しただけではなくて、その際に文書をいろいろ偽造して、発注者

については、ちゃんと工事が適正に進んでいるようなうその報告をしていたということで

ございます。 

 もう一つ、そういう不正ではないのですけれども、資料７－２で、事故がございました

ので、これも簡単にご紹介いたしますが、１枚目は、新名神高速における橋桁の落下事故

ということでございますけれども、右下のところでポンチ絵がございますけれども、鋼鉄

製の橋桁を工事中でございましたけれども、これが落下して、下を走る国道１７６号のと

ころに落ちたということでございます。書いてございませんが、これについては、工事に

関係している方がお亡くなりになっているという痛ましい事故でございます。 

 次のページが、これも同じ新名神でございます。こちらのほうは、右下の図でございま

すが、橋脚を支えるベントという仮受の設備が、隣の有料道路のところに倒れかけてきた

ということでございまして、こちらのほうは、幸いながら、負傷者はなかったということ

でございます。 

 説明は以上でございます。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ただいまのご報告ですが、ご意見等、ご質問

等がございましたら、ご発言のほどよろしくお願いします。 

 小澤先生、いかがですか。 

【小澤委員】  個別の事故がどうのこうのというよりも、こういう品質に関する問題で

あるとか、事故である、こういう問題を起こさないように、仕組みとして、どういうこと

ができるかということを我々は考えなければいけないので、現状の仕組みに不足がないか

どうかという目で、どういうことが原因で、こういうことが起こっているかということを、

ちゃんとチェックする必要があるのかなと思います。 

 今までに、今日の議論も、いろいろな点で、今の仕組みをどういうふうに改善するかと

いう議論をしているわけですけれども、やはり幾つかの点で、戦後にできた今の法律なり、

仕組みに、ある程度限界が見えている部分があるのかなと思っていて、将来の中長期的な

予測であるとか、将来どういうするかという議論をする場があるのであれば、少し根本的
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に仕組みとして、どういうやり方を我々は考えていく必要があるかということを、検討し

てもいい時期に来ているのではないかとは感じております。 

【大森委員長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。よろしいですか。

ありがとうございます。 

 それでは、本日の議事、これにて無事、全て終了いたしました。ありがとうございます。

進行を事務局のほうにお返ししたいと思います。よろしくお願いします。 

【三浦入札制度企画指導室長】  活発な議論、大変ありがとうございました。今後のス

ケジュールでございますが、６月の基本問題小委員会は、前半と後半の２度の開催を予定

しております。詳細につきましては、改めて事務局より連絡をいたします。 

 本日の配付資料のご郵送をご希望の委員の方々におかれましては、テーブルの上にその

まま置いていただければ、後日、郵送させていただきます。 

 それでは、これをもちまして散会とさせていただきます。委員の皆様におかれましては、

ご多忙のところ、まことにありがとうございました。 

 

── 了 ── 


